
3 款 2 項 3 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

6,400 6,400 6,400 6,400 6,400 32,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

ブックスタート実施者数 人 482 480 286 546
活動利用者数 人 9346 10000 4673 7404
登録児数 人 350 350 348 348

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 4,573 7,256 4,040 4,555

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

2,649
県支出金 2,806 1,366 0 2,223

人件費 1,272 1,206 1,206 1,206
国庫支出金 0 1,366 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.16 0.15 0.15 0.15
人件費単価 7,954 8,042 8,042

1,206
合計 0 9,988 4,040 9,427

事業費
直接事業費 6,106 8,782 2,834 8,221
人件費 1,273 1,206 1,206

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

地域全体で子育てを支援する基盤としてセンターを設置し、地域における子育て支援のネットワークを構築す
る。

事業の内容

①育児不安等の相談指導　②子育てサークル等の育成・支援　③地域の子育て関連情報の提供　④子育て
支援等に関する講習会等の実施

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

子ども・子育て会議等において進捗状況の検証等を行っていく。

事業の対象 市内に居住し、就学前の児童及びその保護者（子育てを始めるものを含む）

根拠法令等
伊予市子育て支援センター設置条例事業実施要綱・愛媛県地域子育て支援拠点事業実施要綱・次世代育成
支援対策法

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
少子化対策の充実

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 子育て支援課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

552
記入者情報 所属長： 西川 重子 担当責任者： 下岡 裕基

事務事業名 子育て支援センター事業



1二次評価
（所属部長）

以下の点について良好と評価し、更なる事業推進を求める。

意見、課題
子ども総合センターと連携し効果的に事業を推進しており、今後、子育て世代包括支援センターへの移行
を視野に一層の事業推進を図る。

課題認識

子育て世代への支援を進めながら、ニーズを的確に把握し事業内容の検討を繰り返し行う必要がある。
また、それぞれの地域にあった支援体制を構築することも大切であると考える。

現在実施している、療育部門においても研究を行い子ども総合センターとの連携の下、子育て支援を進
めていくことが重要であると認識している。

今後は、子育て世代包括支援センターへ移行することへの調査研究・検討を進め、保健センターと連携を
取り事業内容の充実に努めていきたい。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

子ども・子育て支援事業計画に定める事業の一つであり、今後も子育て支援に関するニーズを把握し、事
業展開していく必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

B

4
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 4
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 350 350 350 350
実　　績 350 348 0 0

成果指標

成果指標
子育て支援センター登録児数

指標設定の
考え方

核家族化・コミュニティの希薄化により、子育てに関する悩みを持つ保護者が増加状況にあり、相談体制の充
実と連携強化は不可欠となってきているため、子育て支援センターへ登録児数を成果指標とする。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標29年度



1
経営者会議の最終判断

事業の方向性
さらに重点化する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化すること。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


